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The purpose of this paper is to propose a hospital accounting information system adapted 
from the business accounting information system model. We begin by showing that, although 
such hospital systems are complex adaptive systems, their structure is in fact similar to that 
of business accounting. We show that the management of hospital accounting information 
systems can therefore be reconceived in an innovative way, by adapting the business model to 
the hospital situation. 
 
 
1．はじめに 
 
 高度成長期、病院経営は安定しており、規模を徐々に拡大していくことも可能であった。この
ような状況ではコスト削減などの管理会計的な面への注意はほとんど払われず、会計的には制度
会計である財務会計・税務会計が中心となり、病院の非営利性ともあいまって管理会計の必要性
はほとんど存在しなかった。しかしながら、病院を取り巻く環境は激変し、収支が赤字となる病
院が増加し始めた。日本病院団体協議会が平成 19 年 8 月から 9 月にかけて実施した「病院経営
の現況調査」（回答数 2,837 病院）で赤字の病院の割合は平成 17 年度の 37.11％から 43.02％と
増加しており、500床以上の病院では60.14％が赤字であった。また、「自治体立」、「国立」、「公
的」病院の赤字はそれぞれ 92.73％、69.29％、58.90％であった。また、全国公私病院連盟と社
団法人日本病院会が平成19年6月に実施した「病院運営実態分析調査」（回答数1,167病院）で
は、6 月 1 ヶ月間の黒字・赤字病院の割合は黒字が 27.6％（322 病院）、赤字が 72.4％（845 病
院）であった。開設者別で見ると、自治体病院、その他の公立病院、私的病院の赤字の割合はそ
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れぞれ92.6％（550病院）、56.0％（149病院）、47.6％（146病院）となっていた。 
病院の使命を考えれば、必ずしも「黒字でなければならない」というわけではないが、最新医
療機器の導入、老朽化した病棟の建て替え、優秀な人材の確保などに必要な資金は利益を出すこ
とにより獲得できるのであるから、黒字を目指すことは医療の質の向上につながる。国公立病院
でも、財政難の折、徐々に多額の補助を受けることは難しくなりつつある。したがって、「非営利」
の病院でも「利益の獲得」が必要となってくる。きびしい環境下で利益を獲得するためには、今
まで必要性のなかった管理会計が必要となってくる。「非営利」は法的義務であるが、「配当をし
てはいけない」というだけの意味であり、「利益を追求してはいけない」という意味ではない。1 「利
益は出すが、配当は必要ない」という立場であれば、管理会計は重要な役割を果たす。このよう
な状況に対応すべく新たに改訂された「病院会計準則」では管理会計的な要素がさらに強まり、
また、経済産業省は平成 16 年度から「病院経営の人材」を育成するために「医療経営人材育成
事業」を開始し、「医療実務」と「経営技術」の双方に精通する人材の育成を始めた。2 さらに、
東京大学、京都大学、慶応義塾大学などの大学・大学院に医療経営を担う人材を教育養成するた
めのコースが設置された。3  
管理会計に限らず、会計ではコンピュータが必須の道具となっているが、管理会計による経営
判断にはより高度な情報システムが必要となる。現在、病院では、「ＩＴ化」が急速に進展してい
る最中であるから、会計自体をより高度な会計情報システムで扱う好機が到来している。 
本稿では、長い開発の歴史（数十年）を有する企業用会計情報システムの概念を医療用会計情
報システムに適用できるかどうかを考察する。企業用会計情報システムの転用はシステム開発の
負担を大幅に軽減し、ソフトウエアの再利用という観点からは非常に重要である。 
 
 
２．病院会計準則 
 
 病院会計準則は昭和 40 年に制定され、昭和 58 年に改正され、さらに今回の見直し（平成 16
年8月19日医政発第0819001号）に至った。当初より企業会計方式を採用し、経営成績を表す
財務諸表としては「収支計算書」ではなく「損益計算書」を採用している。今回の見直しの基本
的な考え方と見直しの主な内容は「病院会計準則の改正について」（平成 16 年 8 月 19 日医政指
発第0819001号）に記載されている。見直しの基本的な考え方は以下のとおりである。 
 
病院会計情報システムに関する一考察 
 －95－
（１）病院会計準則の見直しに当たっては、厚生労働科学特別研究事業として
実施した「病院会計準則見直し等に関する研究」の研究報告（平成 15
年９月５日に厚生労働省ホームページ上で公開済み。以下「研究報告」
という。）を踏まえ、医療を安定的に提供するための効率的で透明な医業
経営の確立を図る観点から、全面的な改正を行ったものであること。 
（２）病院会計準則は、開設主体の異なる各種の病院の財政状態及び運用状況
を体系的、統一的に捉えるための「施設会計」の準則であり、それぞれ
の病院の経営に有用な会計情報を提供することを目的としてきているが、
今回の見直しでは、病院開設主体が病院の経営実態を把握し、その改善
向上に役立てることを再認識するとともに、経営管理に資する有用な会
計情報を提供する役割を担っている「管理会計」としての側面を重視し
たこと。 
（３）病院会計は、非営利を原則とする施設会計であるが、経営の健全性を高
めるため、近年の企業会計の動向を踏まえ、最新の財務諸表体系及び会
計基準を適用可能な形で導入し、病院経営の効率化に向け活用が図られ
るようにしたこと。 
    なお、病院会計準則は、従来どおり企業会計方式をとるが、病院の財
政状態及び運営状況を適切に把握する手段として採用しているものであ
り、そのこと自体は病院経営が営利性や利潤追求を伴うとの意味を有す
るものではないことは、従前と同様であること。 
（４）今回の改正については、国民の意見聴取の手続きを経ていること。 
（５）異なる開設主体間の会計情報の比較可能性を確保するため、病院会計準
則が開設主体横断的に採用され、これに準拠した財務諸表が作成される
ことが期待されるものであること。 
 
 また主な改正点は以下のとおりである。 
 
（１）財務諸表体系の見直し 
  ・ 財務諸表体系は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算
書及び附属明細表としたこと。 
  ①貸借対照表は、病院の会計年度末における財政状態を明らかにするため
に作成し、資産の部、負債の部及び純資産の部に区分するものとしたこ
と。 
  ②損益計算書は、病院の運営状況を明らかにするために作成し、医業損益
算、経常損益計算及び純損益計算に区分して記載するものとしたこと。 
  ③キャッシュ・フロー計算書は、施設の会計においても資金の状況を正確
に把握する必要性が高まっていることから、病院の資金の収入、支出の
状況を明らかにするために作成し、業務活動によるキャッシュ・フロー、
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投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フ
ローに区分して記載するものとしたこと。 
  ④附属明細表は、貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書
の記載を補足する重要な事項について、その内容、増減状況を明らかに
するために作成するものとしたこと。 
  ・ 従来、巻末に一括して記載していた註解及び別表として添付していた
各財務表の様式については、これを各財務表原則に続けて示すこととし、
利便性を高めることとしたこと。 
  ・ 利益処分計算書については、施設としての病院には利益の処分が予定
されていないことから、財務諸表の体系から除外したこと。 
（２）表示内容の整備 
  ・ 貸借対照表については、非営利組織会計における資産・負債差額の本
質を再認識し、従来の資本の部を純資産の部に変更したこと。 
  ・ 財務諸表の表示項目は、集約化を図り、一覧性を担保することに重点
を置くとともに、必要な会計情報の詳細性を確保するために、付属明細
表を充実したこと。 
（３）最近の企業会計制度の改革への対応 
  ・ リース会計、研究開発費会計、退職給付会計等を導入し、財務諸表に
よって病院経営の実態をより適切に把握できるようにしたこと。 
 
 これらの記述より以下のことがわかる。 
 
  （１）企業会計方式を採用している。 
 
  （２）管理会計の側面を重視している。 
 
 （３）最新の企業会計基準をとりこんでいる。 
 
 （４）病院間の比較が可能である。 
 
すなわち、病院会計準則は企業会計とほぼ等しく、したがって、この準則を基にした病院会計
に企業の会計情報システムの概念を適用することが可能となる。実際、病院会計準則の構成は 
 
第１章  総則 
第２章  一般原則 
 一般原則注解 
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第３章  貸借対照表原則 
 貸借対照表原則注解 
 様式例 
第４章  損益計算書原則 
 損益計算書原則注解 
 様式例 
第５章  キャッシュ・フロー計算書原則 
 キャッシュ・フロー計算書注解 
 様式例 
第６章  付属明細表原則 
 様式例 
別表   勘定科目の説明 
 
であり、企業会計原則（および注解）の構成は 
 
第一  一般原則 
第二  損益計算書原則 
第三  貸借対照表原則 
企業会計原則注解 
 
であって、最後に注解がまとめられている。 
 病院会計準則の第2章、第3章、第4章がそれぞれ企業会計原則の第一、第三、第二に対応し
ているが、病院会計準則には「リース会計」、「金融商品会計」、「退職給付会計」、「研究開発費会
計」、「税効果会計」という最新の会計基準が含まれている。これらの新しい基準は企業会計では
独立した基準として定められている。病院会計準則は「企業会計原則と新しい会計基準」に対応
しており、したがって企業会計情報システムの概念を病院会計情報システムの概念に適用するこ
とが可能となる。 
 ただし、病院は「補助金の交付」が存在するので、「補助金にかかわる会計基準」も定めており、
企業会計とは異なる面には注意を払う必要がある。 
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３．企業会計情報システム 
 
現代の企業会計情報システムは経営意思決定に対応できるように各業務システムが統合された
統合型会計情報システムとなっている。4―7 統合型会計情報システムは各業務システムから独立
した取引入力システムを持ち、入力はすべてこのシステムにより行われる。入力されたデータは
各業務システムから独立した取引データベースに保存され、各業務システムはこの取引データベ
ースからデータを受け取り、データを加工して有用な情報とし、情報要求者に出力し、また、各
業務システム内の業務データベースに保存し、必要に応じて取引データベースにも保存する。意
思決定に必要なデータは事前には予想できず、取引データベース内のデータのみでは不足する可
能性があるので、外部データベースからの取り込みも可能にしておく必要がある。 
統合型会計情報システムの機能と構造は各企業により異なるが、ここでは以下のように考える。
機能は 
   
  ①帳簿管理機能 
  ②外部報告機能（財務諸表） 
  ③内部報告・業績評価会計報告機能 
  ④経営指標分析機能 
  ⑤予算編成機能 
  ⑥戦略策定支援機能 
  ⑦意思決定支援機能 
  ⑧原価管理機能 
  ⑨環境会計機能 
  ⑨社会的責任会計機能 
   
これらの機能に対応したサブシステムが会計情報システムを構成していると本稿では考える。 
統合型会計情報システムは企業の所有であるが、Web2.0 現象以後、インターネットを通じて
結びつい膨大な数の人々との協働による企画･開発・生産・販売を行う企業が増加し、それに応じ
て会計情報システムもウィキノミクス型会計情報システムに発展しつつある。8 ウィキノミクス
型会計情報システムにおいては全システムの所有者は存在せず、企業も協働する人々もシステム
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の一部分を所有するにすぎない。 
 
 
４．病院の情報化 
 
医療の情報化については平成13年12月に厚生労働省により「保険医療分野の情報化にむけて
のグランドデザイン」がとりまとめられ、電子カルテシステムやレセプトの電算化が推進され、
医療の情報化が加速した。 
平成 15 年 1 月に財団法人医療情報システム開発センターによって実施された「病医院におけ
る IT化実態調査」では、「電子カルテシステム」については有効回答数1701件のうち「運用中」
が48件（3％）、「構築中」が80件（5％）、「検討中」-が741件（43％）、「予定なし」が743件
（44％）、「不明」が89件（5％）だった。「オーダリングシステム」については有効回答数1702
件のうち「運用中」が 391件（23％）、「構築中」が 84件（5％）、「検討中」が 521件（31％）、
「予定なし」が 632件（37％）、「不明」が74件（4％）であり、「レセプト電算システム」につ
いては有効回答数 1706件のうち「運用中」が 96件（6％）、「構築中」が 149件（9％）、「検討
中」が831件（48％）、「予定なし」が535件（31％）、「不明」が95件（6％）であった。「医事
会計システム」については有効回答数 1701件のうち「運用中」が 1569件（93％）、「構築中」
が19件（1％）、「検討中」が51（3％）、「予定なし」が54件（3％）、「不明」が8件（0.005％）
であった。 
平成18年1月には「IT新改革戦略」が IT戦略本部より発表された。「ITの構造改革力の追求」
を掲げ、医療分野では、「IT による医療の構造改革―レセプト完全オンライン化、生涯を通じた
自らの健康管理―」を目指している。同年4月には「医療分野における ICTの利活用に関する検
討会報告書」が発表され、電子タグをはじめとするユビキタスネットワーク技術を用いた「ユビ
キタス健康医療」が提唱された。同年7月には IT戦略本部より「重点計画―2006」が発表され、
ITによる医療の構造改革に関して 
 
①情報化のグランドデザインの策定 
  ②情報化のための共通基盤の整備 
  ③医療機関の医療情報連携の促進 
  ④医療・健康情報の全国規模での分析・活用 
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  ⑤レセプトオンライン化 
 
が提唱された。 
 平成 19 年 8 月「医療・健康・介護・福祉の情報化グランドデザイン」が発表され、レセプト
請求の完全オンライン化や ICカードによる個人の健康情報の活用など概ね今後 5 年間のアクシ
ョンが示された。同年7月 IT戦略本部より「重点計画―2007」が発表され、「主な具体的施策」
の中で 
 
  ①健康情報を個人が活用できる基盤整備の推進 
  ②医療機関等の情報基盤整備の推進 
 
が提唱された。 
 平成20年8月に発表された「重点計画―2008」においても「ITによる医療の構造改革」が取
り上げられ、医療分野の情報化について 
 
   ①医療分野等の横断的なグランドデザイン 
   ②健康情報を利用した高度な予防医療の支援と医療機関による質の高い医療の実現 
   ③レセプトの完全オンライン化の実現 
   ④医療における効果的なコミュニケーションの実現 
 
が提唱されている。 
また、『医療白書 2008 年度版（日本医療企画）』においても、「IT による医療産業のイノベー
ション」を「eHealthの波」と称し、「デジタルホスピタル」や「地域医療機関連携ネットワーク」
を取り上げている。 
 このように見てくると、政府の IT政策の一環として「医療の IT化の推進」が重要視されてい
ることがわかり、医療の IT 化は急速に進むものと思われる。IT 化が進めば他部門と会計情報シ
ステムの連携が取りやすくなり、会計情報システムの重要性はさらに増してくる。 
 
 
５．病院会計情報システム 
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 ここでは、「3」で考察した「企業会計情報システム」をもとにして、「病院会計情報システム」
の機能（サブシステム）を考える。 
 
（1）帳簿管理機能（帳簿管理サブシステム） 
 
病院会計も「会計」である以上、仕訳して仕訳帳に記帳し、総勘定元帳に転記する過程は企業
会計と同じであり、帳簿の重要性も企業会計と同じである。この機能はどのような会計システム
であろうと必須の機能（サブシステム）である。 
 ただし、以下のような病院会計特有の面はシステムの概念および設計において注意しなければ
ならない。 
 
 1．病院会計特有の勘定科目が存在する（必ずしも病院のみとは限らないが）。 
 
    （資産）医業未収金、医薬品、診療材料、医療用機器備品、放射性同位元素 
    （負債）他会計短期借入金、他会計長期借入金 
    （収益）入院診察収益、室料差額収益、外来診療収益、保険予防活動収益、受託検査・
施設利用収益、その他の医業収益、保険等査定減 
    （費用）医薬品費、診療材料費、医療消耗器具備品費、検査委託費、医事委託費、医業
貸倒損失、診療費減免額 
 
 2．企業会計では「受取手形」勘定は重要な勘定科目であるが、新病院会計準則では表示科
目から削除されている。 
 
 3．非営利を前提とする病院施設の会計においては、資産、負債差額を資本としてではなく、
純資産と定義することが適切である。貸借対照表における純資産分類は、開設主体の会計
基準、課税上の位置づけによって異なることになり、統一的な取り扱いをすることはでき
ない（注９）。したがって、一般に企業会計の貸借対照表における純資産の部とは異なる。 
 
上記以外にも病院会計特有の処理が存在し９ 、個々の処理においては企業会計と異なる面も少
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なくないが、企業会計情報システムにおいても病院会計情報システムにおいても概念としては「帳
簿管理機能（帳簿管理サブシステム）は必要な機能である。 
 
（2）外部報告機能（外部報告サブシステム） 
 
財務諸表を作成し、外部の利害関係者に情報を提供することは企業であろうが病院であろうが
絶対に必要な機能である。病院が作成し提供する財務諸表は貸借対照表、損益計算書、キャッシ
ュ・フロー計算書、付属明細表であり、これらの諸表を作成する機能は必須のものである。 
 また、税務に関する報告書も必要となるので、このシステム以下のように細分される。 
 
① 財務会計報告システム 
② 税務会計報告システム 
      
（3）内部報告・業績評価会計報告機能（内部報告・業績評価会計報告サブシステム） 
 
企業会計情報システムにおいては、損益計算の仕組みを利用して企業の業績を管理することを
目的としているが、このような機能は病院会計情報システムにも必要である。他のサブシステム
とも協力して適切な業績管理が望まれる。 
企業会計情報システムおいては、このサブシステムには以下のような機能を持たせている５）。 
 
  1．責任会計 
  2．標準原価計算  
  3．直接原価計算 
  4．社内金利・社内資本金（病院では院内金利・院内資本金） 
  5．支配企業からの要請による会計報告（病院では開設主体からの要請による会計報告） 
  6．活動基準原価計算（ABC）・活動基準原価管理（ABM） 
  7．原価企画 
 
 上記の機能は病院会計情報システムにも備えておくことが望ましい機能であるが、原価管理機
能（原価管理サブシステム）など他のサブシステムとの連携や他のサブシステムの結果の利用を
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考慮すべきサブシステムである。 
 
（4）経営指標分析機能（経営指標分析サブシステム） 
 
 本来は（3）の機能の一部分と考えられるが、各種の経営指標の計算・分析機能である。厚生
労働省の「平成１８年度医療施設経営安定化推進事業」の一つである「病院経営管理指標に関す
る調査研究」（委託先 明治安田生活福祉研究所）では以下の指標が取り上げられている。 
 
1）収益性に関する指標 
 
   1  医業利益率 
   2  総資本医業利益率 
   3  経常利益率 
   4  償却前医業利益率 
   5  病床利用率 
  6  固定費比率 
  7  材料費比率 
  8  医薬品比率 
   9  人件費比率 
   10  委託費比率 
   11  設備関係費比率 
   12  減価償却費比率 
   13   経費比率 
   14   金利負担率 
   15  総資本回転率 
   16   固定資産回転率 
   17   常勤（非常勤）医師人件費比率 
   18   常勤（非常勤）看護師人件費比率 
   19   常勤医師1人当り人件費 
   20   常勤看護師1人当り人件費 
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   21  職員1人当り人件費 
   22  職員1人当り医業収益 
 
2）安全性に関する指標 
 
   1  自己資本比率 
   2  固定長期適合率 
   3  借入金比率 
   4  償還期間 
   5  流動比率 
   6  1床当り固定資産額 
   7  償却金利前経常利益率 
 
3）機能性に関する指標 
 
   1  平均在院日数 
   2  外来/入院比 
   3  1床当り１日平均入院患者数 
   4  1床当り１日平均外来患者数 
   5  患者１人１日当入院収益 
   6  患者１人１日当入院収益（室料差額除） 
   7  外来患者１人１日当り外来収益 
   8  医師1人当り入院患者数 
   9  医師1人当り外来患者数 
   10  看護師1人当り入院患者数 
   11  看護師1人当り外来患者数 
      12   職員1人当り入院患者数 
   13  職員1人当り外来患者数 
 
 病院特有の指標もあるが、これらの指標の計算・分析は企業の経営分析と同じである。 
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これらの指標を計算・分析する機能は会計情報システムにとって非常に重要である。 
 
（5）予算編成機能（予算編成サブシステム） 
 
 予算編成については、企業・病院どちらにとっても重要な機能である。この機能を会計情報シ
ステムが持つのは当然のことである。このサブシステムはさらに以下のように細分される。 
 
    ①予算計画・編成システム 
    ②予算伝達・統制システム 
 
また本稿では以下のシステムも予算編成システムに含める。 
 
    ③短期利益計画 
    ④長期利益計画 
 
（6）戦略策定機能（戦略策定サブシステム） 
 
 戦略策定支援システムと戦略決定支援システムの2つに分かれるが、さらに次のように細分さ
れる。 
 
    ①戦略策定支援システム 
     １）戦略目標策定支援システム 
     ２）戦略環境分析システム 
 
    ②戦略決定支援システム 
     １）経営戦略決定支援システム 
     ２）戦略方法支援システム 
 
 競争優位を確立するための戦略策定サブシステムであるが、最近病院でよく用いられているバ
ランススコアカードなどの作成支援機能も有することが望ましい。 
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（7）原価管理機能（原価管理サブシステム）10－11 
 
 医療用としては以下のような原価計算が開発されている。 
 
   ①診療科別原価計算 
   ②疾患別原価計算 
   ③患者別原価計算 
   ④診断群分類別原価計算 
 
これらの原価計算を実施するシステムのほかに以下のようなシステムも含める。 
    
   ⑤原価維持支援システム 
    標準原価計算を用いて差異分析・原価統制を実施する。 
 
   ⑥原価低減実施支援システム 
    会計的な方法よりは生産管理的な方法で現場において徹底的に無駄をはぶきコストダウ
ンを達成することを支援するシステムで、自動車産業（トヨタ自動車）で開発・実施さ
れ、他産業へも広がっていった。このコストダウンの方法を病院の現場でも実施するた
めのシステムが原価低減実施支援システムである。 
 
   ⑦原価企画作成支援システム 
    企画の段階で原価を作り込む方法で、原価低減と同じく自動車産業（トヨタ自動車）で
開発・実施され、他産業へも広がっていった。この方法を病院経営に取り入れ、実施を
支援するシステムである。 
 
（8）意思決定支援機能（意思決定支援サブシステム） 
 
 病院経営意思決定を支援するサブシステムであり、戦略策定サブシステムも含むシステムであ
るが、本稿では戦略策定サブシステムは独立したシステムとして扱っているので、戦略以外の意
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思決定を支援するサブシステムである。どのようなデータが必要になるか事前にはわからないの
で、病院全体の情報及び外部データベースからの情報を受け入れ可能なデータベースが必要とな
る。企業の会計情報システム（統合化された会計情報システム）では、各業務システムから独立
したデータ入力システムとデータベースを有しており、データはすべてこのシステムを通して入
力される。病院会計情報システムにおいて病院の全情報を入力する各業務システムから独立した
入力システム・データベースを備えておくことが理想的であるが、このようなシステムがなくて
も、全データが意思決定支援サブシステムに集められることが必要となる。 
 ただし、このサブシステムは意思決定を支援するだけであり、意思決定を実行するのは 人間で
ある。したがって、意思決定を実行する人間の能力に依存することになる。 
 
（9）環境会計機能（環境会計サブシステム） 
 
 環境に対する対策は企業だけでなく病院でも必要である。環境省の環境会計ガイドライン、環
境報告書ガイドラインを参考にして、環境コストの認識と環境効果の把握を行い、環境（会計）
報告書を利害関係者に開示することが必要である。そのため、以下のシステムが必要となる。 
 
    ①環境コスト認識・測定支援システム 
    ②環境効果認識・測定支援システム 
    ③廃棄物（医療廃棄物も含める）追跡支援システム 
    ④環境報告システム 
 
（10）社会的責任会計機能（社会的責任会計サブシステム） 
 
企業の社会的責任と同様に、病院にも社会的責任が存在する。コストの認識とそれによる効果
の把握は難しい面もあるが、企業で行われている社会的責任会計を参考にして社会的責任報告書
を作成し利害関係者に開示する必要がある。そのため、以下のようなシステムが必要である。 
 
①社会的責任コスト認識・測定支援システム 
    ②社会的責任効果認識・測定支援システム 
    ④社会的責任報告システム 
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（11）医事会計機能（医事会計サブシステム） 
 
 医事会計システムを会計情報システムに加えるべきかどうかは一概には言えないが、本稿では
会計情報システム内の一サブシステムとする。 
 
(12)人的資源会計機能（人的資源会計サブシステム） 
 
 病院にとって最も必要なのは医師、看護師などの人的資源である。人的資源会計は人的資源に
関する情報を認識・測定し、利害関係者に伝達する会計である。医師、看護師などの病院勤務者
が退職するまでに病院にもたらす利益の現在割引価値を計算し、人的資源を明確化する。人的資
源が第一の病院においては必要な解析機能である。 
 
６．複雑適応系 
 
 企業会計情報システムは複雑適応系となっているが、ここでは病院会計システムも企業会計情
報システムと同様にジョン・ホランドの複雑適応系になっていることを示す。 
 
（1）集合的特性 
 
 病院会計情報システムのエージェントとしては人間及び人間と情報システムの組である（１台
のパソコンと１人の人間という場合もある）。これらのエージェントが集合してめざすのは「会計
的な処理と意思決定」であり、この機能が発揮できることこが集合的特性となる。 
 
（2）非線形性 
 
 意思決定などの会計的な処理の基礎となるデータの中心は診療報酬である。新しい方式（DPC 
方式）では１日当りの定額の点数からなる包括評価の部分と出来高評価の部分を組み合わせて診
療費を計算することになる。会計的に見ると、診療費が固定費と変動費でできているようになり、
比例性がなくなるので、非線形と考えられる（厳密には会計的な変動費にはなっていないが、比
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例性がなくなることを見るには十分である。）。会計処理の基礎となる新しい診療費の支払い方式
で「非線形性」が示せたので、｢非線形性｣はあると考えてよい。 
 
（3）流れ 
 
 情報システムであるから、情報の流れは確実に存在する。 
 
（4）多様性 
 
 各種の情報サブシステムや医師、看護士、事務員など様々な人間がいるので、多様性は存在し
ている。 
 
（5）標識化 
 
 「新しい状況下での会計処理と会計的意思決定」という抽象的な目標が「抽象的な標識」とな
る。この標識のもと、力が結集されより良い結果がもたされる。 
 
（6）内部モデル 
 
 管理会計的な手法の病院会計への適用と医療情報学の活用が主なテーマであり、試行錯誤はあ
るもののやがて手法が洗練されより良い内部モデルへと昇華してゆく。 
 
（7）積み木 
 
 病院会計の意思決定に有用なパターンは定式化され、それらを組み合わせてさらに有用なパタ
ーンを作り出すことは継続して行われ、積み木としての効果をもつものが増加していく。 
 
 以上より、病院会計情報システムがジョン・ホランドの複雑適応系であることが示された。 
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７．Health2.0とウィキノミクス的会計情報システム 
 
 Health2.0 とは「医師等の医療専門家に限定せず、患者・利用者からの医療にかかわる情報発
信を促進する新たなトレンド」である。一般向けの医療情報共有サイト、医療関連ニュースサイ
ト、医療機関、医師のランキングサイトなどWeb上で誰でも観閲可能である。12 Health2.0が
医療機関にどのような影響を与えるかは未知数であるが、Web2.0 がインターネットのみならず
企業や日常生活にも影響を及ぼしたように、医療機関に影響を与える可能性は大きい。 
 前稿 8）では、Web2.0 に対応した企業会計情報システムをウィキノミクス的会計情報システム
と呼んだが、病院会計情報システムも患者や一般人をも対象とするウィキノミクス的病院会計情
報システムに変化する必要に迫られつつある。その際には、企業会計用のウィキノミクス的会計
情報システムの概念が有用になるであろう。 
 
 
８．おわりに 
 
 本稿では、企業会計情報システムの概念（機能とサブシステム）が概念としては病院会計情報
システムにも適用できることを示し、病院会計情報システムの概念的なモデルの作成を試みた。
病院の情報化は当然のことながら医療分野が中心で、会計を中心とする業務分野の情報化は企業
と比べるとあまり進展していない。しかしながら、ここで示したことにより「病院会計情報シス
テム」という概念そのものがある程度明確になり、また、企業会計情報システムは膨大な蓄積が
あるので、それらが病院会計情報システムに適用できれば、情報システムの再利用という観点か
らは非常に大きな意味を持つことになる。 
 また本稿では、病院会計情報システムが企業会計情報システムと同様に複雑適応系となってい
ることを示し、企業会計情報システムとの類似性をさらに提示した。 
 会計を中心とする高度な業務システムの病院への導入は、きびしい環境下の病院経営にとり必
須のシステムとなってゆく可能性があり、今後も研究を続けていくべき分野である。 
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